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公私立大学図書館コンソーシアム（PULC）2003～2010
―PULCは何をしてきたか―
図書館に対して「私立大学図書館コンソーシアム」の設立と
そこへの参加を呼びかけることとなった。呼びかけでは、コ
ンソーシアム形成の目的として「私立大学図書館における電
子ジャーナル、データベースの導入、利用にかかわり、導入、
維持にかかる価格、提供、利用などの諸条件について、関連
する学術出版社、販売代理店等と加盟私立大学を代表して統
一的な交渉をおこなうこと」がうたわれ、70余りの私立大学
図書館の参加を得て2004年度契約交渉がすすめられた。
2003年7月の私立大学図書館コンソーシアム形成の呼びか
けの直接的な契機となったのは、2001年から開始された国立
情報学研究所によるOxford University Press社電子ジャー
ナルパッケージの無償提供実験が2003年末で打ち切られるこ
とが通告されたためであった。当時、すでにこの実験に参加を
していた私立大学は250校余り存在しており、実験打ち切りの
影響を最小限に回避するためにはコンソーシアム形成による私
立大学図書館の連携の枠組みを早急に模索する必要があった。
PULCによる版元交渉は、当初より基本的に各版元との直
接交渉を原則として、呼びかけ大学図書館を中心に幹事会を
組織し実務的な交渉の受け皿とした。2005年度契約交渉に
1999年後半に端を発したElsevier社による円価格問題、
並行輸入問題は、この間、大学図書館を悩ませ続けていた、
いわゆる「シリアルズ・クライシス」を象徴する事件となった。
この問題に対して、私立大学図書館協会は、2000年度より
Elsevier社問題特別委員会を設置し、「不当な価格設定にもと
づく過払金の返還」を求めて同社と直接交渉をすすめること
となった。2000年12月には日本医学図書館協会（JMLA）、
日本薬学図書館協議会（JPLA）とともにElsevier社による一
連の販売行為について独占禁止法違反の疑いを公正取引委員
会に対して申し立てることとなった。
一方、国立大学図書館協議会（2004年度より国立大学図書
館協会）（JANUL）は、この問題に対して当初、図書館長連
名による抗議声明をあきらかにするなどの対応をとっていた
が、2000年度より協議会内に電子ジャーナルタスクフォー
スを設置し、協議会を代表してElsevier社を含めた学術出版
社との統一交渉をすすめることとなった。
私立大学図書館協会のElsevier社問題特別委員会は、
2002年よりリリースされたScienceDirectの価格体系等につ
いて、いくらかの譲歩を引き出したが、この委員会はあくま
でも過払金の返還と価格体系の是正を求めることが目的とさ
れたため、公正取引委員会の独占禁止法違反にあたらないと
した裁定（2002年7月）が示された段階で、委員会を解散す
ることとなった。
いわゆる「シリアルズ・クライシス」へ現実的な対応のひ
とつの帰結として登場した電子ジャーナルにたいする日本の
大学図書館の対応は、ここにおいて国立大学図書館と私立大
学図書館とで際立った対照を示すこととなった。財政的基盤
を政府におく国立大学図書館が一気にスケールメリットを発
揮しうる図書館コンソーシアム形成に向かったのとは対照的
に、公立および私立大学図書館はひきつづき非常に困難な図
書館運営を強いられることとなった。
この間、2002年1月より、私立大学図書館におけるISI社
Web of Science導入、利用にかかわり、すでに同製品を導
入している私立大学（慶應義塾大学、東京慈恵会医科大学、
関西大学、九州産業大学、早稲田大学）により新たな枠組み
によるコンソーシアム契約のための協議が開始された。ISI
社との交渉の結果、同年10月に、15の私立大学とISI社と
の間でコンソーシアム契約（2002年〜 2004年）が成立した。
これを契機として、2003年7月、私立大学図書館Web of 
Scienceコンソーシアム発足にかかわった5私立大学図書館
を基本として数校の私立大学図書館を加え、全国の私立大学
限られた私立大学図書館の連携から
公私立大学図書館コンソーシアムへ2
PULC は何をしてきたか：
連携と交渉の拡大と価格交渉3
始まりは Elsevier から1
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公私立大学図書館コンソーシアム（PULC）2003 ～ 2010
おいては、とりわけElsevier社との交渉の受け皿をもたない
公立大学図書館の参入を認めることで合意し、結果として公
立大学3校が加わることとなった。また、2006年度より交渉
のまとまったすべての出版社との合意について公立大学図書
館の参入を認めることとした。公立大学図書館からの参加の
拡大をふまえ、2006年度から本コンソーシアムの名称を「私
立大学図書館コンソーシアム（PULC）」から「公私立大学図
書館コンソーシアム（PULC）」と改めた。この間の出版社と
の交渉のひろがりとコンソーシアムに公立大学の参加を認め
たことにより、参加大学数は飛躍的な拡大をとげ、2011年3
月現在、392大学（うち公立大学は52大学）となり、大学図
書館コンソーシアムとしては世界最大規模のコンソーシアム
に成長した。以下に学部在籍者数別のPULC参加大学数の推
移を示す。
参加大学数の拡大にともない、交渉版元数も拡大を続け
た。毎年9月のPULC版元提案説明会への参加版元数は8版
元（2004年度）から32版元（2010年度）と飛躍的な拡大をみ
せた。PULC版元交渉は、当初、欧米の主要な電子ジャーナ
ル出版社等が対象であったが参加大学数の拡大にともない毎
年実施することとなった「PULC購読実態調査」などの結果
から国内版元やアグリゲータ等ともコンソーシアムとして交
渉をまとめる必要に迫られたからである。これら連携と交渉
の拡大にともない、主要出版社との契約数も着実に増加した。
2010年から2011年にかけての主要出版社との契約数は以下
のとおりである。
　・Elsevier............................................................143大学
　・Springer...........................................................116大学
　・Wiley-Blackwell................................................72大学
　・Web.of.Science................................................55大学
参加大学数の拡大は、より直接的にはスケールメリットと
して価格交渉において優位な条件をもたらす。PULCは、設
立の当初から公私立大学図書館市場のスケールメリットを前
面に据えた交渉をすすめてきた。とりわけ、価格等の条件の
交渉においては
・..版元との直接契約、現地通貨による直接払い
　..版元との直接契約・直接払いならば発生しない代理店
手数料および消費税の回避を積極的に図りつつ、可能な
限り為替の変動によるリスクを管理する。
・..アクセスの改善・拡大と製品定価の圧縮
　  アクセス可能なコンテンツの質的・量的な改善・拡大
のための現実的な選択肢を求めながら、スケールメリッ
トを前面に立てた製品定価の圧縮をはかり交渉版元との
良好な交渉環境を醸成する。
・..年間価格上昇率にかかるキャップ制度の導入
　..欧米学術出版社による学術雑誌の年間価格上昇率は、
毎年10% 〜 20%におよぶが、これをコンソーシアム契
約期間内は最大5%前後とする。
などの実現がはかられた。PULCのこうした取り組みによっ
て公私立大学における学術情報基盤の急速な底上げがはから
れたといっても過言ではない。
さらに、コンソーシアム間の連携の拡大という意味で、
ピンポイントではあるが、電子ジャーナル・バックファイ
ルの基盤的整備を目的としてSpringerLink OJA（2005
年）やOxford Journal Archive（2006年）、また、近年急
速な整備がすすめられてきた人文・社会科学系データベー
スの基盤構築を目的として19C/20C House of Commons 
Parliamentary Papers （2008 年）、The Making of the 
Modern World （2010年）などの共同導入を国立大学図書
館協会（JANUL）、国立情報学研究所（NII）との連携事業
として実現した。また、ダークアーカイブへの国際的な取
り組みとしてCLOCKSへの参加を同様の連携事業として
2010年から開始している。
これ以外にも毎年の各版元との購読価格交渉ではACS
との交渉ではJANULと、また、Science誌との交渉では
JMLA/JPLAと共同で交渉をすすめており、コンソーシアム
連携による版元交渉の枠組みは着実に拡大をつづけている。
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表1　PULC参加大学数の推移
15,000人以上
15,000～5,000人
5,000人未満
2005年度
19 
46 
47
2006年度
23
54
67
2007年度
21
75
139　
2008年度
23
85
174　
2009年度
23
91
179　
※  PULC購読実態調査
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で述べてきた電子ジャーナルの導入、利用環境の整備が学術
情報基盤整備の根幹であると仮定するならば、私立大学にお
いては、国立大学とその人的財政的基盤の違いにおいて優先
度が異なったものとならざるをえない実態をうかがうことが
できる。電子ジャーナルの導入、利用環境の整備が、すでに
述べたように学術情報基盤整備の根幹にかかわるとするなら
ば、そこでの優劣は研究大学間の競争にも大きな影響をおよ
ぼすこととなる。
PULCが大学図書館コンソーシアムとして実質的な活動
を開始してからすでに9年が経過しようとしているが、上で
みてきたようにPULCが組織する4年制の公私立大学図書館
は全体のおよそ半数にすぎない。また、同じく表1で示した
PULCの参加大学の構成から特徴づけられるように公私立大
学の多数が学部学生5,000人未満の小規模大学であることか
ら、そもそも「基盤整備」とは何を意味するのかもう一度よ
く考えてみる必要があるのかもしれない。文部科学省の「平
成21年度学術情報基盤実態調査」によれば、電子ジャーナ
ル平均利用可能タイトル数は国公私立大学でそれぞれ7,313、
1,862、2,849と著しい「基盤整備状況の違い」が存在している
ことも事実である。
一方で、大学図書館による電子ジャーナル利用のほとんど
を支えている大手商業学術出版社とのビッグディールによる
購読モデルと価格上昇の関係は大きな矛盾をはらみながら問
題解決の糸口すら見えない状況が続いている。アクセスの劇
的な拡大とうらはらに価格モデルとしての硬直性、価格の上
昇は2008年末以降の経済不況とあいまってとりわけ欧米の
図書館からの批判を浴び続けている。代替的なコミュニケー
ションモデルとしてオープンアクセスに向けたさまざまな取
り組みが国際的な枠組みの中ですすめられているが、学術情
報市場への影響力は今のところ極めて小さいと見るべきであ
ろう。ひろく学術コミュニケーション総体の問題としてとら
えた時、来年度の支払条件をどうするかといった短期的な視
点からの交渉にコンソーシアムの活動が終始しているとすれ
ば、課題の解決にむけた役割を果たすことは困難であろう。
学術コミュニケーションの関わるすべてのステークホルダー
による中長期的視点からの検討が求められている。と同時に
さまざまな設置形態を越えた大学図書館コンソーシアムの実
質的な連携と協調の枠組みが求められる所以でもある。
2010年10月、国立情報学研究所と国公私立大学図書館協
力委員会との間で「昨今の学術情報の急速なデジタル化の進
展の中で、我が国の大学等の教育研究機関において不可欠な
学術情報の確保と発信の一層の強化を図る」ことを目的とし
て協定書が取り交わされた。協定では、両者による連携・協
力の柱として、
いわゆる「シリアルズ・クライシス」に対する大学図書館の
現実的な対応については、私立大学図書館においても、個別
の大学図書館における対応はもはや限界を越えており、政府
からの資金導入も視野に入れた私立大学図書館間の連携（つ
まりコンソーシアム形成）をさらにすすめる必要があった。
この間、電子ジャーナル・データベースの導入にかかる私立
大学の財政的な負担の軽減を組織的にはかる必要性から、文
部科学省により私立大学図書館に対する新たな政府補助金制
度創設のために2003年度8億円の概算要求がおこなわれた。
結果的に、2003年度私立大学経常費補助金の枠組みにおい
て「高度情報化推進特別補助　教育研究情報利用経費」補助
として予算化が実現するはこびとなった。以下に2003年度
から2008年度までの同補助実績の推移を示す。一見すると
順調に拡大しているように見えるが、2008年度の推定採択
校数は300校前後である。4年制の私立大学数が現在590校
余り存在することを考えると、この補助金制度の拡大・拡充
に向けて一層の取り組みの強化が求められている。
これまで、私立大学図書館におけるコンソーシアムの形成
とこれにかかる背景的状況について事実関係を中心に概観し
てきたが、前述したとおり、2004年度の私立大学図書館コ
ンソーシアムの緊急かつ最優先の課題はOxford University 
Press社との交渉を早急にとりまとめることであった。しか
し、とりまとめられた交渉の結果に参加の意思を表明した私
立大学はわずか10校であった。いうまでもなく無償から有
償となることが最も直接的な要因と考えられるが、背景には
大学における教育研究体制の実態と構造が推察される。
電子ジャーナルによる学術情報の提供は、学術情報基盤
整備の最優先課題となりつつあるが、周知のとおり、4年
制大学に在籍する学部学生の75%以上を受け入れる私立
大学において新たな学術情報基盤整備に限られた財源をふ
りあてることはたいへんな困難を伴うことは想像にかたく
ない。さらに、大学における組織的な研究活動を支える人
的基盤、すなわち一義的な研究者と位置づけられる教員数
とその予備軍である大学院学生数を設置形態別に比較すると、
国立大学と公私立大学とでは大きな違いが存在する。これま
PULC は何をしてきたか：私立大学図書館
に対する新たな政府補助金制度の創設4
表2　「教育研究情報利用経費補助」実績の推移
事業経費（単位：千円）
補助金（単位：千円）
2003年度
1,733,737
  819,700
2004年度
2,513,974
1,181,600
2005年度
3,703,704
1,636,400
2006年度
5,485,466
2,083,433
2007年度
7,177,065
2,870,481
2008年度
9,326,111
3,652,897
※（公）私立大学情報教育協会年次総会資料
PULC は何をしてきたか：
諸課題と総括的展望5
新たなコンソーシアム連携にむけて：大学図
書館コンソーシアム連合（JUSTICE）の創設6
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JANUL、PULCの統合にともないコンソーシアム参加大学数
はおよそ500近くとなり、おそらく電子ジャーナルにかかわる
大学図書館コンソーシアムとしては世界最大規模のものとな
る。加えて、今回の連携には長く我が国の大学図書館サービ
スを基盤的に支えてきたNIIが一層密にかかわることによっ
て世界でもあまり例を見ないガバナンスによる一体的な電子
ジャーナル基盤の安定的な整備体制が期待される。また、こ
れまでもコンソーシアムの実務者レベルで強く求められてい
た専任の事務局体制がNIIとの連携の枠組みの中で実現した
ことは評価されるべきである。上で総括的に述べたとおり短
期的視点からの交渉の実務にとどまらない継続的安定的な基
盤構築を一体的に推進していくための取り組みが求められて
いる。その意味で今回の連携の核となる図書館連携・協力室
の創設は決定的に重要である。専任の事務局体制を整えた今
回のコンソーシアム連携は、日本の大学図書館にとっておそ
らく初めての経験となる。しかも、単に設置形態の異なる大
学図書館間連携にとどまらずここにNIIを加えた組織運営には
多くの困難も予想される。安定的な組織運営に向け、大学図
書館コミュニティー全体に対する透明性を担保するガバナン
スの模索が求められる。また、新たなコンソーシアム連携組
織の運営にともなう財源の確保も重要な課題である。新たな
ガバナンスのもとでこの連携にかかわるすべての大学図書館
のそれぞれが「知恵」を持ち寄ることも重要であろう。その意
味では、自律的なコンソーシアム連携組織の運営を目指すべ
きかどうかも今後の課題である。いずれにしても、目前に迫っ
た版元交渉をはじめとして焦眉の課題は山積している。
・..バックファイルを含む電子ジャーナル等の確保と恒久的
なアクセス保障
・..機関リポジトリを通じた大学の知の発信システム構築
・..電子情報資源を含む総合目録データベースの強化
・..人材の交流・育成と国際連携
が掲げられ、こうした連携・協力をすすめるために両者に
よって構成される連携・協力推進会議が設置されることと
なった。これにもとづき2011年1月にはさっそく第一回会
議が開催され、喫緊の課題として電子ジャーナルの安定的な
確保を目的としたコンソーシアム連携を早急にすすめるため
にJANUL、PULCおよびNIIの実務者から構成される運営
委員会を設置することが申し合わされた。また、この新たな
コンソーシアム連携組織の名称を「大学図書館コンソーシア
ム連合」（JUSTICE: Japan Alliance of University Library 
Consortia for E-Resources）とし、ここに専任の事務局を設
置することも申し合わされ、NIIの学術基盤推進部のもとに
2011年度より新たに図書館連携・協力室が設置されることと
なった。続く3月25日には、運営委員会準備会合において「新
コンソーシアム運営にかかる当面の基本方針」が定められる
こととなりJANUL、PULCの統合にむけた第一歩が踏み出
されることとなった。（4月1日に発足したNII図書館連携・協
力室が新たにJUSTICEポータルを立ち上げている。「当面の
基本方針」などについては以下のURLを参照いただきたい。
http://www.nii.ac.jp/content/justice/）
さて、今回のコンソーシアム連携によってまず想起され
ることは版元交渉におけるスケールメリットの拡大である。
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